
 

  

横 道 清 孝  教授 

 

役  職：学長補佐、地域政策プログラム・ディレクター、Young Leaders Program プログラ 

ム・ディレクター代理（地方行政担当） 

専門分野：地方自治論 

略  歴：1975 年東京大学法学部卒、同年自治省入省、80 年和歌山県地方課長、83 年国

土庁地方都市整備課課長補佐、84 年自治省政治資金課課長補佐を経て、88 年

埼玉大学大学院政策科学研究科助教授、97 年本学助教授、2000 年本学教授、

2011 年学長補佐。  

 

１． 業 績（Ａ） 

（１） 雑誌論文（単著） 

＊ 横道清孝「市町村合併の効果と課題―西東京市を例として―」、『地方税』、第 63

巻第 9 号、2012 年 9 月、2-10 頁 

（２） 学会発表 

＊ 横道清孝、韓国行政学会、「最近における日本の地方分権改革の成果と課題」（招

待講演）、ソウル大学、2012 年 6 月 27 日 

（３） その他 

＊ 横道清孝「機関等の共同設置に関する日英比較」、『日本都市センターブックレッ

ト：日英の機関の共同設置』、日本都市センター、2012 年 9 月、1-9 頁 

＊ 横道清孝「日本における大都市制度のあり方をめぐって」、『日本都市センターブ

ックレット：欧米諸国にみる大都市制度』、日本都市センター、2013 年 3 月、7-15

頁 

 

２． 助成金等による研究 

＊ 平成 24 年度科学研究費補助金（基盤研究 A）アジア諸国における地方分権改革の

成果と地方自治の基盤に関する研究」研究分担者  

 

３． 教 育 

（１） 講 義 

＊ 地方行政論 

＊ 地方行政特論 I 

（２） 演 習 

＊ 政策法務演習 

＊ 地域政策企画演習 

＊ 地域政策分析演習 

＊ 政策課題研究 

＊ Workshop I（Young Leaders Program（地方行政）プログラム） 

（３） 論文指導 

＊ 修士課程 9 名（地域政策プログラム 5 名、Young Leaders Program（地方行政）プロ

グラム 4 名、すべて修士取得、すべて主指導） 

（４） 研修事業 



 

  

＊ タイ知事副知事研修（SEDP 研修） 

委託元：タイ王国人事委員会（OCSC） 

研修期間：2012 年 7 月 1 日～7 月 15 日 

受講者数：10 名 

役割：運営責任者として企画実施  

＊ タイ若手行政官研修（PMLTP 研修） 

委託元：タイ王国人事委員会（OCSC） 

研修期間：2012 年 8 月 20 日～8 月 31 日 

受講者数：16 名 

役割：運営補佐としてリーダーシップ・ワークショップ、地方旅行及びコンセプト  

  ・ペーパー作成・発表に関与 

＊ ミンダナオ研修（「バンサモロ包括能力向上プロジェクト」の一環）  

委託元：JICA 

研修期間：2013 年 3 月 18 日～3 月 23 日 

受講者数：19 名 

役割：運営責任者として企画実施  

 

４． 管理・運営への関与 

（１） 委員会 

＊ 研究教育評議会 

＊ 企画懇談会 

＊ 修士課程委員会 

＊ 外部評価委員会 

＊ 会計委員会 

＊ 疫学研究倫理審査委員会 

＊ 地域政策プログラム・コミティー 

＊ 防災・復興・危機管理プログラム・コミティー 

＊ Young Leaders Program Committee 

＊ 研修企画委員会 

＊ GRIPS フォーラム運営委員会 

＊ 政策研究院創設準備委員会 

（２） タスクフォース 

＊ 大学評価タスクフォース 

＊ カリキュラム・タスクフォース 

（３） その他 

＊ 地域政策プログラム・ディレクター 

＊ Young Leaders Program ディレクター代理（地方行政担当）  

＊ ローカル・ガバナンス研究会「地域社会を支える人材開発研究部会」を運営（政策

研究院機構（仮称）創設準備室関連） 

 

５． 社会的貢献（Ａ） 

（１） 他大学・研究所等における活動  

＊ カンボジア Royal School of Administration で講義「Local Government System in 



 

  

Japan）」（2012 年 12 月 14 日） 

＊ 同上機関で講義「Human Resource Management in Japanese Government」(2013 年 3 月

1 日) 

（２） 財団法人等における活動 

役員、委員会 

＊ 公益財団法人 日本都市センター理事 

＊ 社団法人 先端技術産業戦略推進機構理事  

＊ 公益財団法人 大学基準協会：公共政策系専門職大学院認証評価委員会委員 

（３） 学会等における活動 

＊ 日本行政学会 

＊ 日本自治学会 

（４） 審議会等における活動 

＊ 総務省：過疎問題懇談会委員 

＊ 福島県：行財政改革推進委員会委員長  

＊ 埼玉県：地方独立行政法人評価委員会委員長  

＊ 西東京市：行財政改革推進委員会委員長  

＊ 西東京市：個人情報保護審議会委員  

＊ 西京市：教育委員会の事務事業点検評価に係る会議委員  

＊ 周南市：市政アドバイザー 

（５） その他 

＊ 韓国地方行政研究院（KRILA）との連携により日韓地方自治制度研究会を開催  

・第 5 回 2012 年 5 月 10 日：於済州島 

・第 6 回 2012 年 10 月 26 日：於 GRIPS 

＊ KRILA・CLAIR 合同セミナー第２セッション（「地方自治体における福祉サービ

スの提供システムの効率化について」）の座長（2012 年 10 月 11 日） 

＊ 総務省：今後の都市部におけるコミュニティのあり方に関する研究会委員  

＊ 総務省：過疎地域等自立活性化推進交付金事業に係る提案書評価委員  

＊ 総務省：「域学連携」地域づくり実証研究事業の請負業者選定審査会委員  

＊ 総務省：自治大学校施設管理・運営業務に係る評価委員会委員  

＊ さいたま市：「学生政策提案フォーラム in さいたま」審査委員長 

＊ 財団法人 地域総合整備財団：指定管理者実務研究会委員 

＊ 公益財団法人 日本都市センター：都市自治制度研究会座長  

＊ 都市分権政策センター委員 

＊ 都市分権政策センター：道州制と都市自治体に関する検討会座長  

＊ 地域実践活動に関する大学教員ネットワーク幹事  

 

６． 社会的貢献（Ｂ） 

（１） 講演会，座談会，会議出席 

＊ 千葉未来研究会政経セミナー講演「地域を元気にする市町村合併のあり方」（2012

年 5 月 19 日） 

＊ 奈良県第 3 回東アジア地方政府会合講演「地方政府の人材育成策―日本における課

題―」（2012 年 9 月 11 日） 

＊ 広域行政圏市議会協議会で講演「これからの広域行政・広域連携のあり方について」



 

  

（2012 年 11 月 2 日） 

＊ 周南市市議会講演会講演「自治体経営の時代の行政改革」（2013 年 1 月 31 日） 

（２） その他 

＊ 愛媛県、徳島県、福井県等の自治体研修所において講師を務めた。  

 


